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株式会社ポラリファイの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、2025 年１月 14 日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社ポラリフ

ァイの株式（以下、「ポラリファイ」という。）を取得し、子会社化することについて決

議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１．株式の取得の理由 

 当社グループは、BEYOND SCIENCE FICTION のグループミッションの下、「個人認証」

「個人最適化」「個人情報管理」の３つのソリューション事業を展開しており、現在の主

力事業は完全子会社である株式会社 Liquid（以下、「Liquid」という。）を通じ提供する

本人確認サービス「LIQUID eKYC」となっております。 

 ポラリファイは、2017 年に設立した、金融庁から、銀行業高度化等会社 Fintech 企業と

して第一号の認可を取得した株式会社三井住友フィナンシャルグループ（以下、「SMFG」

という。）の連結子会社です。主力事業は 2018年より提供するオンラインで本人確認（身

元確認）ができるサービス「Polarify eKYC」となっております。 

リーディングカンパニー同士の経営統合で、累計契約数は約 550 社、累計本人確認件数

は約 1.2 億件になるなど顧客基盤が拡充します。両社の連携により、より広範なお客様

に、マイナンバーカードや運転免許証の ICチップ活用による本人確認義務化への対応や、

Liquid 独自のソリューションを提供することにより、SNS 型投資詐欺・ロマンス詐欺、闇

バイト問題、ディープフェイクなどによるなりすましなどのサイバー犯罪、口座の不正利

用やマネーロンダリング問題などの金融犯罪への対策を強化していきます。 

今回の資本業務提携を通じて、Liquid とポラリファイは、双方で培ってきた個人認証事

業における実績とノウハウ・ソリューション開発力を融合し、両社のユーザーに対して、

より付加価値の高い総合的な認証ソリューションを提供していくとともに、当社グループ

と SMBCグループは、今後高い成長が見込まれる日本における個人認証ビジネスへの取り組

み強化と、海外も含めた事業展開にチャレンジして参ります。 

 

２．異動する子会社（株式会社ポラリファイ）の概要 

（１） 名称 株式会社ポラリファイ 

（２） 所在地 東京都港区西新橋一丁目 18番 12号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 和田 友宏 

（４） 事業内容 生体情報を用いた認証サービス 

（５） 資本金 
399百万円 

※100百万円に減資予定（2025年 1月 31日） 

（６） 設立年月日 2017年５月１日 

（７） 大株主及び持株比率 

SMFG          83.5% 

Daon, Inc        14.4% 

株式会社 NTTデータ       2.1% 



（８） 
上場会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 

 純資産 910百万円 2,217百万円 1,721百万円 

 総資産 1,539百万円 2,651百万円 2,236百万円 

 １株当たり純資産 21,328円 37,375円 28,235円  

 売上高 1,038百万円 1,303百万円 1,560百万円 

 営業利益 ▲282百万円 ▲210百万円 ▲659百万円 

 経常利益 ▲409百万円 ▲357百万円 ▲659百万円 

 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
▲416百万円 ▲358百万円 ▲660百万円 

 １株当たり当期純利益 ▲9,982円 ▲6,086円 ▲11,009円 

 

３．株式取得の相手先の概要 

 

（１） 名 称 株式会社三井住友フィナンシャルグループ 

（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 

（３） 代表者の役職・氏名 
取締役会長 國部 毅 

執行役社長 中島 達 

（４） 事 業 内 容 

１. 銀行、その他銀行法により子会社とすることができ

る会社の経営管理およびこれに附帯する業務 

２. 上記１.の業務のほか、銀行法により銀行持株会社

が行うことができる業務 

（５） 資 本 金 2,345,960百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2002年 12月２日 

（７） 純 資 産 14,892,743百万円 

（８） 総 資 産 290,022,585百万円 

（９） 大株主及び持株比率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）                               

16.18% 

株式会社日本カストディ銀行（信託口）                                            

5.97% 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001                   

2.67% 

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234                 

1.96% 

NATSCUMCO                                                                                 

1.56% 

JPモルガン証券株式会社                                                                        

1.44% 

バークレイズ証券株式会社                                                                        

1.41% 

JP MORGAN CHASE BANK 385781                                                      

1.34% 

GOVERNMENT OF NORWAY                                                               

1.20% 



日本証券金融株式会社                                                           

1.02% 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 

該当事項はありません。なお、当社及び

当該会社の完全子会社である株式会社三

井住友銀行は銀行取引を行っています。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（注）資本金、純資産、総資産、大株主及び持株比率は 2024年９月 30 日時点の情報 

 

（１） 名 称 Daon, Inc 

（２） 所 在 地 
4097 Monument Corner Dr Suite 550 Fairfax, VA 

22030, USA 

（３） 代表者の役職・氏名 Chief Executive Officer Thomas A. Grissen 

（４） 事 業 内 容 個人認証ソフトウェアの開発及び販売 

（５） 資 本 金 ２米ドル 

（６） 設 立 年 月 日 2002年５月 10日 

（７） 純 資 産 4.2百万米ドル 

（８） 総 資 産 4.2百万米ドル 

（９） 大株主及び持株比率 
Daon Technology                    

100% 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

（１） 名 称 株式会社 NTTデータ 

（２） 所 在 地 東京都江東区豊洲３-３-３ 豊洲センタービル 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 佐々木 裕 

（４） 事 業 内 容 
コンサルティング、統合 IT ソリューション、SI・ソフト

ウェア開発、メンテナンス・サポート等 

（５） 資 本 金 1,000百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2022年 11月１日 

（７） 純 資 産 
株式会社 NTTデータの意向により非開示とさせていただ

きます。 

（８） 総 資 産 
株式会社 NTTデータの意向により非開示とさせていただ

きます。 

（９） 大株主及び持株比率 
株式会社 NTTデータグループ            

100.00% 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 

該当事項はありません。なお、当社の完

全子会社である株式会社 Liquid及び当

該会社は本人確認サービスに関する取引

を行っています。 



関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 
異動前の所有株式

数 

０株 

（議決権割合：0.0％） 

（２） 取得株式数 
82,534株 

（議決権割合：95.01％） 

（３） 取得価額 

取得価格 

アドバイザリー費用（概算） 

合計（概算） 

1,539百万円 

18百万円 

1,558百万円 

（４） 
異動後の所有株式

数 

82,534株 

（議決権所有割合：95.01％） 

 

５．日程 

（１） 取締役会決議日 2025年１月 14日（本日） 

（２） 契約締結日 2025年１月 14日（本日） 

（３） 株式譲渡実行日 2025年３月 27日（予定） 

 

６．今後の見通し 

  同社の当社連結業績への影響は 2025年 11月期第３四半期からとなる見込みですが、本

件による今期の連結業績への影響の詳細額は精査中であり、監査法人等とも協議し影響数

値を精査した上で、精査の完了次第、連結業績予想を開示いたします。 

 

以上 


